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１ はじめに
不正に株価を吊り上げ、高値で売り抜け、巨額の利益を獲得した「ライブドア」と「村上ファン
ド」事件は、マネーゲームの横行する現代日本の経済環境の変化を象徴している。
周知のように、戦後日本の経済成長を支えたのは、額に汗して働き、高い品質の製品を生産する
モノづくりの経済活動であり、株式市場は、そうした経済活動を営む企業が資本金を調達する場で
あった。マネーを扱う金融機関の銀行にしても、企業の資金需要に対応して資金を貸し付け、マネー
は、生産・販売・消費といった経済活動に直結して流通していた。
だが、このような戦後日本の経済システムは、1970年代における低成長経済への移行、80年代の
バブル経済の膨張と崩壊、そして、1990年代において、株価と証券ビジネス、高利回りと市場原理
主義を最優先するアメリカ型モデルを導入した金融ビッグバン改革と経済のグローバル化を経るな
かで、大きく変化してきた。
本稿の目的は、経済環境の変化の意味を解明し、中等教育・高等教育で必要とされる金融経済教
育の内容と構成のアウトラインを示すことにある。
?高校までの経済は、知識を覚えさせられるだけで、自分たちの生活や将来にとって密着した経済
を教えてもらえなかった」という学生の声にどう答えるか、「死んだ知識」を提供する経済学から、
「生きた経済」を身につける経済教育が求められている、といえよう。本稿は、そうした社会的ニー
ズに対するささやかではあるが、1つの問題提起を意図している。
２ ?１億総投資家」時代とリスク社会の到来
２-１ 株式売買ゲームに参入する若者たち
インターネットの利用が進み、いまでは、パソコンをネットに接続するだけで、家庭でも職場で
も、簡単に株式を売買することができる。書店の店頭でも、インターネットを利用した株取引のノ
ウハウや成功物語の書籍が平積みされ、証券業界や関連団体の主催する株式投資の公開講座も頻繁
に開催されている。政府も、貯蓄から投資を推奨する各種の政策や提言を繰り返してきた。
このような社会状況は、株式取引のあり方にも反映している。日本証券業協会の「インターネッ
ト取引に関する調査結果（平成 18年 3月末）について」??によれば、インターネットを利用した株式
取引の口座数は、約 1,000万口座に達している。2005年 10月から 2006年 3月までの 6カ月間でみ
ると、インターネットを経由した株式現金取引及び信用取引の売買代金（上場型投資信託（ETF）
及び不動産投資信託等を含む。）は、約 180兆 1,769億円（前年比 93.3％増）、国内投資信託の募集の
取扱高は約 3,002億円となった。当該期間中の全会員の株式委託取引の売買代金に占めるインター
ネット取引の割合は、31.7％（同 3.0％増）となった。ネットでも売買高は、この 6年間で 23倍にも
急拡大し、いまや株式取引の 3割台が、インターネットを利用する時代が到来し、この傾向はます
ます加速しそうである（図 1）。
なかでも、インターネットを利用して株式を取引する割合が極端に高いのは、個人投資家である。
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個人投資家は、株式売買取引の 7割台をインターネット取引に依存し、電話や対面による従来のよ
うな証券会社の店頭での取引割合は、2割台に落ち込んでいる。いまや、個人投資家の株式取引は、
ほとんどがインターネットを利用して行われている、といってよい。
周知のように、インターネットを利用した商取引は、近年、急拡大してきた。経済産業省やNTT
データ経営研究所などの「電子商取引に関する実態・市場規模調査」??などによれば、インターネッ
トを利用した世界の EC（電子商取引）市場の規模は、2兆 8,100億ドル（約 309兆円―2004年）に
達すると予想され、日本の EC市場の規模（2004年）も、BtoB-EC（企業間電子商取引）が 102兆
6,990億円になり、国内での取引金額のうちインターネットを使った取引が全体の 15％を占めるよ
うになった。おなじように、BtoC-EC（消費者向け電子商取引）も急拡大しており、5兆 6,430億円
と前年比 28％増加、CtoC-EC（消費者間電子商取引）も 7,840億円に達していることが分かった。
こうしてみると、個人投資家のなかで、インターネットを利用して株式を取引する投資家たちは、
自分の気に入った生活雑貨、チケット、書籍、音楽配信などを購入するのと同じ感覚で、株式投資
を行う傾向にある、と判断される。そこでは、本来、株式が発行されるのは、財やサービスを生産
する企業が資本金を調達するためであり、株式投資は、そうした経済活動に株主として参加するこ
とである、といった株式投資の経済的な意味、そもそも投資や貯蓄とはどのような経済行為なのか、
投資にともなうリスクとリターン、といった初歩的で、重要な知識や経済観念が欠落する。株式に
関するさまざまな経済的意味は不問となり、株式市場は、
株価とその動向だけに矮小化され、株価至上主義的な株式
ゲームが展開される。
こうした状況が現出する教育的な背景には、中等教育か
ら高等教育にかけての金融経済教育の著しい遅れや貧困な
教育体制??も、関連していよう。とくに、高校の教科書で、
財政・金融を扱ったページ数は、アメリカでは 20％も占め
るのに対し、日本ではたったの 2％にすぎない、といった調
査??もある。そうしたことの結果として、結局、インター
ネットを利用した株式投資は、スクリーン上でのほかの
ゲームと同じように、売った買ったの勝ち負けを競うゲー
ムの 1つに過ぎなくなる。ネットを利用した個人投資家の
年齢構成や投資の経験年数をみると、そのような危惧が傍
証される。
まず、近年急増しているインターネットを利用して株式
を売買する人たち（以下、ネットトレーダー）の年齢を見
ると、20歳代が約 2割、30歳代が約 4割と、20～30歳代の
若者たちの割合が過半数を超えている??。この年代層は、
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出所：『朝日新聞』2006年７月23日
図１ インターネート取引口座数と
株式売買代金の推移
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パソコンやゲームソフトにもっとも親しんできている若者たちであり、家庭でも、学校でも、職場
でも、ネットに接続したパソコンを利用できる年代である。フリーターや家庭の主婦のあいだでも、
日中、パソコンに向かって株式ゲームに参加し、アルバイトやパート勤めよりも高い報酬を株式の
売買差益によって稼ぎ出す例などが、メディアでも紹介される。
1日のうちに何度となく株式の売買を繰り返し、翌日にポジション（保有残高）を持ち越さないよ
うな日計り商いをする個人投資家（デイトレーダ ・ーday trader）が、アメリカに次いで、わが国で
も出現してきた。
アメリカで、デイトレーダーが登場するようになったのは、20世紀末にかけて、株式市場の活況
が継続し、元来、株式投資を選好する個人投資家割合が高い国であったことに加えて、情報通信技
術が個人の株式投資にまで適用され、衛星回線を利用した超高速の株式取引システムが個人でも利
用できるようになったからであった。さらに、デイトレーダーが社会的に注目されるようになった
のは、1つの事件をきっかけにしている。すなわち、1999年 7月、アトランタにおいて、取引に失
敗して莫大な損失を抱えこんだ 1人のデイトレーダーは、妻子を殺害した後、証券会社で銃を乱射
し、12人を殺害し、さらに 12人に重軽傷を負わせ、最後に、自殺する、といった悲惨な事件が発生
したからであった??。
わが国のネットレーダーの投資経験の未熟さ（図 2）は、日本においても、さまざまな投資の失敗
など悲惨な事例をもたらしている。ネット証券評議会（松井証券、イー・トレード証券、カブドッ
トコム証券、楽天証券）が、2005年 4月 21日から 5月 17日にかけて実施したネットトレーダーへ
のアンケート調査??によると、株式投資のキャリアが、1年未満の者 29.4％、1～2年未満の者 13.8％、
2～5年未満の者 25.2％、との結果が示された。ネットトレーダーの多くは、従来から株式投資を経
験してきた個人投資家ではなく、ネットで株式の売買ができるようになったことをきっかけにして、
株式市場に新規に参加してきた若者たちであった。
東京先物証券被害研究会が実施した「金融商品 110番」（2006年 1月 28日）の集計結果では、ネッ
トトレーダーなど個人投資家によるライブドア株や関連会社株への投資資金の内訳をみると、その
24.8％は、生活資金を充てていた。余裕資金によ
る投資は、39.3％に過ぎなかった。いうまでもな
く株価は大きく変動し、株式への投資は、元本
の保証されないハイリスクの投資となるので、
そこに生活資金を充てることなど、一般的には、
考えられない。だが、4人に 1人の割合で生活資
金を株式投資に回していた実態が浮かびあがっ
た。これは、ライブドアとその代表者をマスコ
ミの寵児、衆議院選挙の候補者としてきた政
府・与党の対応に加えて、株式の委託売買業務 出所：『エコノミスト』2006年１月10日、31ページ
図２ 株式投資のキャリア
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を専門的に行う金融機関の証券会社サイドで、リスクについての説明責任が十分果たされていない
こと、個人投資家サイドも、株式投資の性格についての基本的な知識が不足していたことなどの結
果でもあろう。
２-２ 金融ビッグバンとリスク社会の到来
1990年代半ば以降、金融諸規制の緩和・撤廃を柱とする金融ビッグバンが実施され、ハイリスク
の金融商品がつぎつぎに開発・販売されるようになった。他方において、金融・証券市場に対する
監督機構の整備や金融業者に対するペナルティは先送りされ、また個人投資家をはじめとする投資
家保護や消費者保護の体制整備が十分確立されていない現状にある。
内閣府によれば??、全国の自治体に寄せられた消費生活相談は、1996年度に 56万 8,019件であ
り、相談員は 2,341人だったので、1人あたりの処理件数は、243件だった。これに対して 2004年度
は、相談件数が 217万 6,962件と 4倍になっているのに、相談員は 3,342人と微増したに過ぎず、1
人あたりの処理件数は 651件に達し、消費者保護の体制が追いついていない。しかも、都道府県と
市町村の消費生活相談員は、2005年 4月 1日現在、3,342人で対応しているが、このうち正職員は 66
人に過ぎず、残りの 3,276人はアルバイトなどの非常勤職員に依存している。
このような経済社会の状況下において、国民生活センターに寄せられる金融保険サービスに関連
したトラブルは、1996年以降、金融ビッグバンが浸透するにつれて、激増し、ほかのサービスを追
い抜き、相談件数のトップにでてきた（図 3）。
苦情のあった金融保険商品をみると、従来の株式関連の相談件数を追い抜き、投資信託や外国債
券に関連した相談件数が最大となっている。投資信託は、金融ビッグバンのなかで、関連商品の開
発と販売促進を推奨された金融商品であり、また外国債券も、対米債券投資に代表される金融グロー
バル化の所産であった。いずれも、1990年代半ば以降の金融ビッグバンのなかで、急速に普及して
いった金融商品にほかならない。
苦情の内容をみると、「商品の仕組みに嘘があった」、「リスクの説明がなかった」、「解約に応じな
かった」、「無断契約が行われた」、「必ず儲かると断定的判断があった」、といった事例が上位を占め
ている。これらの事例は、個人投資家や消費者の立場を無視した業者サイドの一方的、強制的な商
品販売がもたらした被害である。
金融商品取引法が、2006年 6月 7日に成立し、バラバラだったルールを統一して投資家保護を促
進しようとしたが、個人投資家の被害が多い先物取引に対する規制が不十分であり、また銀行預金
や保険の大半は、横断規制の対象からはずされている。その上、希望しない人に、電話をかけたり、
訪問したりして取引をすすめる「不招請勧誘」の禁止対象になったのは、当該時点で被害者が続発
した外国為替証拠金取引だけであり、商品先物取引やその他の取引については禁止対象からはずさ
れている??。これでは、家庭や職場に突然電話がかかってきたり、訪問されたり、といった事態はな
くならない。
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資料：国民生活センター「消費生活年報」
(注) サービス部門の上位 5項目。
Ｂ．金融保険商品に係る消費者トラブル
(注) 上位８項目。複数回答。
資料：国民生活センター「金融保険商品に係る消費者トラブル問題」調査報告書
(注) １．調査期間 1998年度～1999年度（11月末）までの苦情件数。
２．株式は、証券会社の倒産に関連した苦情が多く、他の商品とは苦情内容が異なるので、年齢別、苦情の内容で
は集計対象には含めていない。
出所：金融広報中央委員会HP（http://www.shiruporuto.jp/finance/trouble/keiyaku/keiyaku201.html）
図３ 増え続けている金融商品のトラブル
Ａ．全国・消費生活センターへの相談件数
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金融・証券市場や業者に対する監督機構やペナルティの不十分な体制は、結局、業者や会社の利
益が最優先され、過酷な金銭の取り立てが行われたり、破産に陥ったり、年間自殺者が 3万人にお
よび、その 4割が経済的理由であったというように、安全な市民生活や暮らしが脅かされ、所得の
不公正な配分が行われ、個人投資家や消費者 1人 1人に、最終的なリスクが転嫁される社会となる。
金融保険商品に関係した被害は、株式のネットトレーダーのような若年層ではなく、50歳代 26.8％、
60歳代 24.6％、70歳代 18.0％、と中高年層に偏っているが、高齢社会日本にとって、こうした事態
は無視できない社会問題でもある、といえる。
２-３ 金融経済教育の現状と課題
わが国の金融経済教育は、学校教育の場においても、社会にあっても、先進諸国のなかで、もっ
とも遅れた分野であるといえるが、学校教育の場以外では、現在、以下のような取り組みがなされ
ている。
まず、証券会社や業界による公開講座や学校教育の場への出前講義などである。こうした金融経
済教育のなかには、新聞紙上などで希望者を募り、希望した生徒に直接現金を渡し、株式投資を実
際に体験してもらう、といった事例も散見されるが、多くの場合は、社会人相手に、退社後やウィー
クエンドに講演会を組織したり、相談会を開催する、といったやり方で行われている。こうした金
融経済教育の特徴は、基本的には、新しい顧客の開拓が目的なので、リスク社会において安全で自
立した市民生活を営む賢い投資家・消費者を育成する、といった視点からみると、必要とされる金
融経済教育がなされるとはいえない現状にある。
つぎに、新聞社やメディアも、金融経済教育に取り組んでいる。たしかに、新聞紙上での経済ニュー
スは、「生きた教材」であり、貴重な金融経済教育の見本に他ならないが、問題は、こうした経済ニュー
スを、いかにして「生きた教材」にまでまとめあげ、読者に提供できるか、にかかっている。この
点では、金融経済教育の視点から、広い紙面を割いて、丁寧に解説する記事が、近年、増えてきて
いることは評価される。だが、他方で、学生などの若者たちに、株式投資と儲かった金額を競争さ
せる、といったマネーゲームを推奨する記事もあり、玉石混淆、といった現状にある。
教育機関以外の公的団体も、近年、金融経済教育に力を入れている。その代表的な例は、日本銀
行と金融広報中央委員会、金融庁、東京証券取引所の各種取り組みなどがある???。なかでも金融広報
中央委員会（事務局 日本銀行情報サービス局内）の取り組みは、充実しており、金融経済教育に必
要な各種の情報 (「マネー情報 知るポルト」???)が、インターネットでもダウンロードでき、書籍と
しても販売され、貴重な教材として提供されている。それだけでなく、夏期休暇中を利用した学校
教育関係者に対する系統的な教育も実施している。
こうした公的団体の金融経済教育の取り組みは、今後、さらに充実され、教育機関でも時間を割
いて取り組んでいくことが必要と考えられるが、公的団体であるがゆえの限界もある。それは、大
学での研究や研究機関と違い、会社・業界・公的団体の動向、各種の経営や政策展開について、固
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有名詞や金融犯罪などの具体的事例をあげた批判的な検討や分析が行われていないことである。ま
た「縦割り行政」の限界から、関係しない他省庁や行政政策についての言及がなく、学問研究にとっ
て不可欠の総合性・体系性に劣る、といった問題点も指摘されよう。
３ 金融経済教育の内容と構成（参考資料の提供）
同時代に学び、働き、生活する人たちと情報を共有しながら金融経済教育を行っていくためには、
テキストに盛り込まれる各種の経済情報も、日々誰もが目にする新聞・雑誌の記事から取り込んで
いく必要があろう。教育に新聞を利用すること（NIE）は、難しいと言われる金融経済を身近な学問
にする第一歩である、と考える。さらに、国際社会における自分と日本経済の位置を確認できるよ
うなグローバルな視点を育成するためにも、海外の新聞・雑誌からも、さまざまな情報を紹介する
ことも重要である。
以下は、そのような意図と視点に立脚し、金融経済教育のための平易なテキストとして作成した
筆者の『これならわかる金融経済［第 2版］―グローバル時代の日本経済入門』（大月書店、2005年
12月刊、全 260ページ)???の概要と構成を参考資料として紹介する。
３-１ 金融経済教育の方法と課題設定
?現代ほど、マネーが、経済や社会のためでなく、むしろマネー自身のために、自身がより大きく
増殖するために、使用されるような時代があっただろうか。
そもそも経済（economy）とは、eco-（家の）-nomy（管理）、すなわち、家の切り盛りや暮らしを
意味していた。マネーは、あたかも身体を流れる血液のように、国民経済や地域経済のすみずみに
まで流れることで、モノづくりや暮らしを支えてきた、といってよい。
だが、世紀末のバブルの時代、マネーは、より有利な利殖先をもとめて、経済やモノづくりの現
場からはなれ、株式や土地の売買に向かい、その売買差益を追求した。世界に目をやると、巨大マ
ネーが、より有利な利殖先をもとめ、国境を越えて、自由に移動している。地球をつつむコンピュー
タのネットワークは、飽くことなく自己増殖をくりかえす巨大マネーに、地球的な規模の運動と、
ビジネスの舞台装置を提供している。
はたして、いま時代が問いかけているのは、富の象徴としてのマネーを無制限に追い求めること
だろうか。また金融産業にしても、マネーの効率的な自己増殖のノウハウやシステムを最優先させ
ることなのだろうか。おそらく、そうではない。現代社会のニーズは、国民経済や地域経済の安定
と発展に目を向け、安心できる暮らしの視点から、マネーや金融産業のあり方、金融経済システム
や経済社会のあり方を解明することであるにちがいない。
というのも、地球上では人類の 40％にあたる 25億人の人々が 1日 2ドル未満の生活を強いられ、
先進国でも経済格差が拡大・固定化し、生活の不安や貧困問題が深刻化している。世界でも、日本
国内でも、マネーが生活を豊かにするために使われているとはいえない。
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そのようなわけで、本書は、日々の身近なニュースや経済のしくみに焦点を当て、それらがよく
理解できるように、必要とされる金融や経済の基礎知識を提供する（Part 1）。さらに、そうした基
礎知識を「死んだ知識」に閉じこめないで、「生きた知識」として躍動させ、さまざまな経済問題を
自主的に解明できるように、主要なサンプルを提供する（Part 2）。
周知のように、わが国は、規模のうえでは、まぎれもなく経済大国であるが、市民生活の豊かさ
となると、むしろ「生活大国」とはいえない事情があるようだ。改善されつつあるとはいえ、不透
明で不公正と評価される日本型金融経済システムや経済社会のあり方は、先進国の一般的な基準か
らみて、多くの問題点も指摘されている。暮らしや経済の安定・充実となると、解決を急がれる問
題点が山積しているようである。
本書では、充実した市民生活や市場のルールをめぐる国際社会（欧米）のよき先行事例に学ぶこ
とで、問題解決のあり方やその方向も検討する。さまざまな経済リスクに満ちた社会で暮らす現代
人にとって、金融や経済についての見識を持つことは、安全で賢い市民生活を送るための「生活の
知恵」であり、不可欠の教養でもある、といってよい。
揺れ動く生きた経済現象を分析し、その特徴や問題点を解明するのは、もとより容易なことでは
ない。本書は、内外の新聞・雑誌などから新しい現象や事実関係を採集し、そこに掲載された各種
の調査・分析結果・論調も取り入れた。複雑化し、変転する経済現象とシステムをわかりやすく解
き明かすには、日常的に誰もが目にする一般的な事実に依拠する必要があったからである。」（「はじ
めに」より）。
こうした課題設定を受けて、本書は、以下の概要と構成（目次）、各 Chapter末のエピソードの紹
介（「Tea Time」）―以下は、本書の引用である―からなっている。
プロローグ 金融ビジネス最前線を探る
インターネットなどの情報通信技術（IT,Information Technology）や高度な金融取引手法が開発
され、地球的（グローバル・global）規模のコンピュータのネットワークが動き出すと、金融機関は、
自分の手のひらに、ビジネスの対象として地球をまるごと載せてしまう。
こうして、地球の裏側との 100億円単位の取引も、瞬時に完結する時代が到来した。モノづくり
をともなわない、自己増殖を目的にするビジネスやマネーゲームが繁栄する。市場経済が万能視さ
れ、それを阻む規制が緩和され、効率と競争を最優先する現代資本主義経済が世界を席巻する．
だが、大きな危険（リスク・risk）も抱え込んだ。地球上に張り巡らされたコンピュータのネット
ワークを、光の速さで移動する巨大マネーは、一国の経済を破産にすら追いやる「全能の力」をもっ
てしまった。ターゲットになった国や関連諸国の連鎖的な経済危機すら誘発する時代が到来した。
0-1 現代金融ビジネスの最前線
0-1-1 1億ドルを瞬時に売買
0-1-2 24時間眠らないマーケット
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0-1-3 時間と空間を突破するビジネス
0-2 20世紀末の問いかけ
0-2-1 1各国経済危機を誘発した巨大マネー
0-2-2 投機マネーのターゲット
0-3 世界を揺るがす巨大マネー
0-3-1 巨大マネーの激流と「21世紀型危機」
0-3-2 リスクにさらされる金融機関
0-3-3 グローバル資本主義の限界
Tea Time 一人の若者、女王陛下の銀行をつぶす
３-２ PART 01 現代の金融経済システム
Chapter1 金融のプレーヤーとマネー
現代日本は、英米同様、銀行や証券会社などの金融ビジネスが、市場の規模からみて、あらゆる
産業のなかで突出した地位を占めている。
たしかに、消費者の立場からは、日々の暮らしに必要な衣食住のような生活物資を供給するモノ
づくり産業が不可欠な存在である。銀行や証券会社のようなマネーに関わる金融ビジネスは、給与
の振り込み、預金残高の通知、クレジットの請求、電気・ガスの支払いなどとなって姿を現すにす
ぎない。
だが、視点を変えて、おカネ（マネー）となると、話はべつである。これなしでは、現代社会で
生計を営むことはできない。現代の経済社会システム、つまり資本主義的な市場経済のもとでは、
生活やビジネスに必要なものは、すべてマネーを媒介にした売買や貸借抜きには手に入らないから
である。
さらに、高齢社会となった現代日本では、これまでに蓄えた金融資産の安全で有利な運用手段は
なにか、生活に影響を与える経済や金融情勢をどう読みとればいいのか、といった事柄が、多くの
人々の関心にならざるをえない。
こうして、現代日本は、自分たちの生活に必要なマネーだけでなく、広く内外のマネーの動向、
マネーに関係した金融ビジネスの動態、金融政策のあり方、などにも、重要な関心を寄せる時代が
やってきた、といってよい。
1-1 経済の発展とマネー
1-1-1 商品経済の発展とマネーの登場
1-1-2 マネーとその機能
1-1-3 現代日本のマネー
1-2 金融機関の種類と役割
1-2-1 民間金融機関
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1-2-2 郵便貯金と公的金融機関
1-2-3 中央銀行（日本銀行）
Tea Time 川へ急げ、札が拾える
Chapter2 銀行の基本業務と金融政策
銀行は、金融システムのなかで中核的な位置を占める金融機関である。銀行は、ほかの金融機関
とちがい、内外からマネーを預金として受け入れる。しかも、預入額を超えるマネーを、この世に
新しく創造（信用創造・預金通貨の創出）し、その幾倍ものマネーを経済活動に貸し出す。
「経済大国」日本では、ヒト・モノ・カネのグローバルな経済活動を反映して、時々刻々、膨大
な量の経済取引が遂行される。複雑に連鎖する各種の取引の最終的な支払決済は、日本銀行を頂点
にした各種民間銀行の相互連携（支払決済システム・ペイメントシステム）によって遂行される。
預金の受入・信用創造・支払決済は、金融機関のなかでも、銀行だけの固有業務である。銀行は、
こうした固有業務を展開することで、社会全体のマネーを直接取り扱い、経済社会のあり方に影響
を与える。さらに、預金・貸出業務などを通じて、個人や企業の内部情報を詳細に知りうる立場に
ある。
他方、日本銀行は、わが国の中央銀行として、マネー（日本銀行券）を発行し、通貨と金融の調
節を行っている。日本銀行によって展開される金融政策の目的は、「物価の安定」と「金融システム
の安定」である。金融の緩和や引き締めといった政策展開は、経済社会のあり方にも影響を与えて
いる。
2-1 銀行の基本業務―預金・貸出・信用創造・支払決済
2-1-1 預金の受入と貸出
2-1-2 信用創造（預金通貨の創出）
2-1-3 支払決済
2-1-4 そのほかの業務と証券業務
2-2 日本銀行と金融政策
2-2-1 準備預金制度と金融政策
2-2-2 金融機関・金融市場の資金過不足要因
2-2-3 公定歩合・準備率・オペレーション
2-2-4 国庫制度と日銀信用供与
Tea Time 銀行の窓口に山積みされた裏白のお札
Chapter3 多様化し、膨張する証券市場
マネーそのものに関連した業務や金融政策が焦点になる銀行業と違い、証券市場では、株式や国
債、社債などの証券に関連した売買業務や証券政策が焦点になる。近年、企業の資金調達や運用が
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証券市場を舞台に実施される傾向になり、銀行を介した間接金融から、証券市場での直接金融が活
発化してきた。
また金融の証券化（securitization・セキュリタイゼーション）が進展し、さまざまな債権や不動産
を担保にして証券が発行され、それらの証券の売買取引がさかんになってきた。証券市場は、ます
ます拡大し、多様化する傾向にある。それに応じて、企業部門だけでなく、個人や家計部門も、証
券市場と多種多様な接点をもっていくことになろう。
世紀末の金融ビッグバン（金融システムの大改革）は、わが国の金融システムをアメリカ型のシ
ステムに変更してきた。アメリカでは、「銀行業務よ、さようなら、証券業務よ、こんにちは」、と
いった金融ビジネスのあり方が支配的になっている。金融ビッグバンを経て、わが国も、各種の証
券関連業務やシステムが開発され、証券ビジネスが育成・強化されてきた。
証券ビジネスは、常に変動する価格や相場にビジネスチャンスを見いだすハイリスク・ハイリター
ン型のビジネスでもある。
3-1 証券の発行・引受・売買
3-1-1 証券とは何か―株式と公社債
3-1-2 証券会社の基本業務
3-1-3 証券取引所と店頭市場
3-2 株式市場の構造と動態
3-2-1 株式発行市場
3-2-2 株式流通市場
3-2-3 株価と企業・銀行経営
3-3 公社債市場の構造と動態
3-3-1 公社債発行条件の多様化
3-3-2 公社債流通市場の拡大
3-4 投資信託と資産担保証券市場
3-4-1 活発化する証券投資信託
3-4-2 拡大する資産担保証券市場
Tea Time ホント？ 一億円株の出現⁉
Chapter4 サイバー空間・金融市場の解明
金融市場とは、マネーの貸借、各種金融商品の売買取引が継続的に行われる場である。ただ、特
別な建物や場所があるわけでなく、銀行や証券会社などの電話回線やコンピュータのネットワーク
のなかで取引が成立する。
したがって、現代的な金融市場の姿は、グローバルに設置されたコンピュータのサイバー空間・
「スクリーン・マーケット」である。金融市場は、その取引形態・期間・内容などによってさまざ
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まに区分されている。
日本経済は、1970年代の後半以降、財・サービスの生産では低成長経済に移行し、モノづくりに
利用されない過剰なマネーは、利殖の機会を求めて大挙して金融市場に流入していった。当初、過
剰マネーの利殖のための運動の場は、政府が増発する国債市場であった。その後、1980年代のバブ
ルの時代には、株式市場・不動産市場、さらには国際金融市場にも拡大していき、これらの市場は、
異常なほどの膨張（バブル）を記録した。
1990年代に入って、バブル崩壊と大不況のもと、過剰マネーとその運動の場になった金融市場は、
大きな打撃を受け、100兆円を超える膨大な不良債権を抱え込んだ。また、金融デリバティブなどの
ハイリスク・ハイリターン型の取引が地球的な規模で展開され、連鎖的な経済危機も発生するよう
になった。
4-1 多様化する金融商品と利子
4-1-1 利子・配当・利回り
4-1-2 金利格差と金利裁定
4-1-3 金融商品・インカムゲイン・キャピタルゲイン
4-2 膨張する金融市場
4-2-1 短期金融市場
4-2-2 長期金融市場
4-2-3 外国為替市場
4-2-4 金融派生商品（デリバティブ）市場
Tea time 相場下落でも利益のでるデリバティブ、ただし…
Chapter5 グローバル経済のフレームワーク
グローバル化した現代経済の特徴は、モノの裏付けのないマネーの取引高＝各国通貨（外国為替）
の売買取引高が天文学的な金額にまで膨張し、輸出入にともなうモノの取引高（貿易高）をはるか
に超越していることにある。
BIS（国際決済銀行）によれば、2004年現在の世界の 1日当たりの取引高でみると、貿易高は、ほ
ぼ 250億ドルであるが、外国為替の取引高（直物とデリバティブの合計額）は、4兆 3,000億ドルに
も達した。モノの裏付けのないマネーの取引高の方が、モノの取引高の 172倍の規模にまで膨張し
た。
こうしたマネー主導の「マネー経済」の先頭を走るアメリカは、金融デリバティブなどの複雑な
金融取引手法を開発してきた。また各国に自国の金融システムを一種の「グローバル・スタンダー
ド」として輸出し、ニューヨークを中心としたグローバルなマネー循環を実現する。
だが、モノの裏付けなしに膨張するマネーの取引は、深刻な問題も発生させた。投機的なマネー
の運動は、コンピュータのグローバルなネットワークのなかを瞬時に移動するために、各国経済や
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為替相場を混乱に陥れる。巨大マネーの動向に翻弄され、世界各国が、連鎖的な金融危機・経済危
機に陥る「21世紀型危機」の時代が到来した。
5-1 対外経済活動と国際収支
5-1-1 グローバル化する経済と金融
5-1-2 対外経済活動の鏡・国際収支
5-2 急拡大する国際金融市場
5-2-1 拡大する国際金融取引の背景
5-2-2 金融派生商品市場とマネーセンターバンク
5-3 ニューヨーク市場と基軸通貨ドル
5-3-1 主要国際金融市場
5-3-2 基軸通貨ドルとニューヨーク決済
5-3-3 不安定化する経済と拡大する経済格差
Tea Time 平均年収 13億円、7兆円の資産家
３-３ PART 02 現代日本の金融経済分析
Chapter6 欧米の金融行政から学ぶ
バブル崩壊後、銀行や証券会社をめぐる各種の不祥事や経営破綻が表面化した。わが国の金融シ
ステムは、業界の利益を優先し、監督官庁も業界と癒着し、国際社会の基準からみて、不公正・不
透明なシステムだったことが判明した。
銀行の不良債権対策でも、先進国には例のない 35兆円もの公的資金（うち 10兆円が回収不能）
が投入されたが、銀行業界の自己責任を優先させたアメリカやイギリスの不良債権対策と比較する
と、金融・証券不祥事、経営破綻の原因究明と責任の明確化などの重大事は、不十分なままであっ
た。
国境を越えてマネーが移動する現代では、マネーの自由移動を野放しにすると、金融機関のグロー
バルな利益追求は、自国の地域経済や国民経済の空洞化を招く事態を誘発する。こうした問題を防
止するための法律と規制（たとえば、アメリカの「地域再投資法」など）は、安定した経済社会を
維持していくために、不可欠になっている。経済がグローバル化するなかで、国際社会は、透明で
公正な金融システムを求めているが、わが国のシステムは、金融ビッグバンを経てもなお、この点
で、多くの問題点を残している。
ここでは、金融・証券行政のあり方について、欧米の先行事例を紹介する。そうすることで、現
代日本の金融経済問題の特徴と今後の課題を提示する。
6-1 不良債権対策の国際比較
6-1-1 欧米の不良債権対策と公的資金
6-1-2 日本の低金利政策と所得移転
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6-2 経済の安定化と銀行・証券会社
6-2-1 アメリカの「地域再投資法」と銀行
6-2-2 証券市場と証券監督機構（「SEC」）
6-3 金融・証券行政と情報開示
6-3-1 金融行政と中央銀行の独立
6-3-2 情報開示と望ましい改革
Tea Time セーフティネット（安全網）はあるか？
Chapter7 現代日本の金融政策を読み解く
現代日本経済は、日本銀行の信用膨張に支えられて成立している。「金融システムの安定」、「デフ
レ克服」といった日銀信用の大量供与・超金融緩和政策は、企業部門・家計部門・政府部門に対し
て、多大な影響を与える。
長期化する経済不況と低迷する株式市場、企業や銀行の経営危機と不良債権問題の深刻化のなか
で、日本銀行は、金融機関への特別融資、国債の買いオペ、外国為替市場への介入資金の供給、と
いった金融政策を展開しただけではない。
近年、日本銀行は、ゼロ金利政策から量的金融緩和政策に踏みだし、民間銀行に対して、マネー
サプライの伸びをはるかに上回る大量のマネタリーベースを供給し、また株価下落により含み損を
抱える大手銀行の保有株式を買い入れる、といった歴史的にも前例のない各種の政策を発動してき
た。
このような一連の金融政策も、その経済効果に即してみると、とくに大手金融機関や大手企業に
対する不況対策・決算対策・株価対策といった性格をもつ。
いうまでもなく、日本銀行は、わが国の中央銀行であり、その「業務の公共性及びその運営の自
主性」（日銀法第 5条）に基づいた金融政策が展開されるべきであり、時の政権や業界の圧力に屈し、
日本経済を構成する各種の経済主体に対して、不公平な所得移転をもたらすことがあってはならな
い。
7-1 不況の深刻化と日銀信用の膨張
7-1-1 不良債権処理と不況深刻化の悪循環
7-1-2 日銀特別融資と公的資金の投入―膨らむ回収不能・焦げ付き
7-1-3 日銀信用の膨張と企業金融の支援
7-2 金融政策の歴史的転換と日銀信用の膨張
7-2-1 ゼロ金利政策の導入と官房長官発言
7-2-2 量的金融緩和政策の経済効果を検討する
7-2-3 低迷するマネーサプライと拡大する銀行の国債投資
7-3 日銀による銀行保有株の買入―中央銀行の「株価対策」
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7-3-1 株価変動リスクかかえる企業・銀行経営
7-3-2 銀行保有株の買入策の特徴
7-3-3 銀行保有株買入をめぐる内外の評価
Tea Time 日本銀行の大失敗―国債の直接引受など
Chapter8 金融のビッグバンとグローバル化
世紀の転換期において、日本の金融経済システムは、歴史的な大転換に直面した。宇宙誕生の大
爆発（Big Bang＝ビッグバン）にたとえられる「大改革」（「金融ビッグバン」）が実施された。こう
した大改革は、21世紀の日本経済や国民生活のあり方を決定する。
そもそも、戦後日本の金融経済システムが変化しはじめたのは、1970年代の低成長経済への移行
である。実体経済が低成長に陥ることで、行き場を失った過剰なマネー（過剰資本）に、利殖と運
動の場を提供する受け皿づくりとして金融自由化・国際化＝金融諸規制の緩和・撤廃が展望された。
さらに、対日進出を意図するアメリカの多国籍的な金融機関の意向をうけた「外圧」によって、
1980年代後半以降のわが国の金融自由化・国際化が企画（「日米円ドル委員会報告書」1984年）さ
れ、実施されてきた。
?Free,Fair,Global」な国際金融市場をめざす「金融ビッグバン」（1996年 11月）は、国内外に
利殖と運動の場をもとめる日米の多国籍的な巨大金融機関の国境を越えた激しい競争と協調から誕
生した。個人や家計部門のニーズから誕生したのではない。欧米と日本の少数の巨大金融ガリバー
たちは、地球的規模の市場の争奪戦で、各国政府、市民社会、地域経済とあつれきを強めている。
8-1 金融ビッグバンと「東京市場の再生」
8-1-1 金融ビッグバンと金融業務の再編成
8-1-2 証券ビジネスへのシフトとハイリスク・ハイリターン
8-1-3 イギリス・ビッグバンからの教訓
8-1-4 アメリカ系金融機関の対日進出
8-2 金融持株会社と金融コングロマリットの成立
8-2-1 持株会社の傘下に入る銀行・証券・保険・信託
8-2-2 持株会社とコングロマリットの問題点
8-2-3 グローバルに展開するM&Aとリストラ
8-3 金融ビジネスのグローバル化とマーケットの争奪戦
8-3-1 グローバル化する国家相手の証券ビジネス
8-3-2 アメリカの投資銀行とグローバル・マーケット
8-3-3 民営化株式の売出と国家・市民社会のあつれき
Tea Time 個人金融資産＝1,200兆円と言うけれど
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Chapter9 財政赤字大国と膨張する国債市場
現代日本の財政は、国内総生産高（GDP）を上まわる天文学的な規模の借金（その中心は、国債
発行残高）を抱え込んだ。中央・地方の政府債務合計額は、ほぼ 1,000兆円に達し、先進国でも最悪
の「財政赤字大国」に陥った。
典型的な長期国債の償還期間は 60年間なので、政府と国民諸階層は、将来にわたって、元本の償
還や利子を払わなければならない。ほぼ 600兆円の国債残高の利子だけでも、1分間でほぼ 3000万
円、1時間ならほぼ 18億円である。なにをしなくとも、この利息分だけは、自動的に増えつづける。
戦後の経済成長政策も、各種の景気対策も、その財源は、将来の租税や国民所得を先取り消費す
ることになる国債発行に依存してきた。とくに、1995年から、630兆円の公共投資基本計画を達成
するため、毎年、数十兆円の国債が増発された。
他方で、国債は、政府にとっては、長期間の返済義務を負う借用証書＝債務であるが、民間金融
市場や投資家にとっては、安全な投資対象の金融商品・金融資産である。そのため、国債は、市中
に滞留した余裕資金・過剰マネーに、利殖と運用の機会を提供する。
長期化する不況と超低金利下の現代日本では、政府債務の国債が、「財テク」・マネーゲームの対
象となり、大口のマーケットに膨張している。
9-1 財政に支えられた戦後日本経済
9-1-1 ?企業国家」・「軍事国家」・「福祉国家」
9-1-2 ?財政赤字大国」と「1億総債務者」時代
9-2 「第 2の予算」・財政投融資と郵貯民営化
9-2-1 ?第 2の予算」財政投融資
9-2-2 年金積立金の自主運用と株式相場
9-3 国債大量発行と戦後の金融市場
9-3-1 国債大量発行と金融市場の変容
9-3-2 日銀信用異存と FB市場
9-3-3 膨張する国債市場と増大するリスク
9-4 深刻化する国債の償還問題
9-4-1 国債償還財源の調達とNTT株の発行
9-4-2 ハイパーインフレの歴史的事例
Tea Time 6,300キロの 1万札の束
Chapter10 グローバル経済と円・ドル問題
国際社会は、日本のことを、①世界中に自国製品を「ドシャブリ輸出」し、対外経済摩擦をおこ
しながらも、マネーを世界中から稼ぐ国（貿易収支の「黒字大国」）、②各国に工場やオフィスなど
の生産拠点を整備し、400万人近くの現地人を雇用する企業国家（「経済大国」）であり、またジャパ
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ンマネーが、ロンドン、ニューヨーク、香港、など世界の金融街で、貸し付けられ、投資（「対外資
産大国」）され、世界中に多くの資本を供給する国（「資本供給大国」）、③アジアや南米などの政府
に対して、有償、無償の金銭的、技術的な政府援助を行う国（「ODA大国」）、とみなしている。
だが、そんな姿とは裏腹に、国内に目をやると、「経済大国」とはおよそかけ離れた「生活貧国」
（長時間労働、過労死、通勤地獄、物価高、環境汚染、貧弱な社会保障、老後の不安と大量失業に
おびえる国）の姿が浮かび上がる。むしろ、「生活貧国」の犠牲の上に、「経済大国」の姿があるこ
とがわかる。
対外経済関係では、アメリカとドルに振り回される「“ひよわな債権国”」である。世界でトップ
の「対外資産大国」といっても、資産の多くはドル建てで保有され、ドル相場が暴落すると、日本
の海外資産価値も暴落する。「資産大国」日本の命運も、ドルとの運命共同体的なジレンマに翻弄さ
れる。
10-1 経済のグローバル化と空洞化する国内産業・雇用
10-1-1 加速化する本邦企業の対外進出
10-1-2 生産拠点の海外移転と国内産業・雇用の空洞化
10-1-3 国民経済と多国籍企業との利害対立
10-2 円高と日本経済
10-2-1 円高とは何か
10-2-2 円高不況と産業空洞化
10-2-3 円国際化と日米経済関係
10-3 ?対外資産大国」日本のジレンマ
10-3-1 ドル資産に依存する「資産大国」日本
10-3-2 悪循環からの脱出と国際社会との協調
Tea Time 台頭する反グローバリズムと BRICs
エピローグ ゆとり社会のセーフティネット
バブル崩壊後、わが国では、主婦、退職者、高齢者などの個人投資家の金融被害・トラブルが多
発した。その背景は、ハイリスク・ハイリターン型の複雑な金融商品が業者本位で販売されてきた
ことにある。こうした金融商品が、リスクについての十分な説明なしで、個人投資家に販売された
場合、現代日本では、最終的にリスクを引き受け、損害を被るのは、個人である。
というのも、残念ながら、現代日本は、欧米とちがい、個人投資家保護のための法的な整備がき
わめて不十分だからである。投資に失敗した場合、日本では、個人の自己責任が一方的に強調され、
リスクの高い投資を勧めた側の業者の「説明責任」などは、あまり問題にされない。近年、消費者
金融やクレジットカードの利用に失敗し、自己破産に追い込まれる人々も増大してきた。
他方で、高齢社会が到来したわが国では、リタイアした多数の高齢者の「安全・有利」な資産運
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用のニーズも高まっている。老後の不安を抱えたままでは、現役世代の日々の暮らしも、安心でき
ない。21世紀の日本の経済社会は、こうした高齢社会のニーズにどう応えていけばいいのだろうか。
そのお手本や教訓となる欧米の事例を参考にして、豊かでゆとりある 21世紀の経済社会のあり方を
検討してみよう。
11-1 ビッグバンと投資家・消費者保護
11-1-1 イギリスの「金融サービス法」と投資家保護
11-1-2 日本・遅れる金融トラブル対策
11-2 消費者信用と「カード社会」
11-2-1 経済発展と消費者信用の拡大
11-2-2 ?カード社会」の利便性と危険性
11-2-3 アメリカの多重債務者救済
11-3 ゆとり社会の経済政策
11-3-1 福祉充実の経済効果
11-3-2 フランスの労働時間短縮
11-3-3 欧米の解雇規制
11-4 豊かでゆとりある経済社会へ―先行する欧米の教訓
Tea Time ?生きる」「働く」「暮らす」
４ まとめ
現代日本の経済社会だけでなく、経済環境の変化はグローバルに発生している。しかも、グロー
バルに発生した経済変化が即座に伝播し、さまざまな問題を誘発している。こうした状況下で、揺
れ動く経済を生きた教材にして、わかりやすくテキストにまとめ上げ、効果的な金融経済教育を行っ
ていくのは、たしかに容易ではない。
だが、この課題に取り組んでいくことが、駆け足でビッグバンをやり、欧米と比較してやり残し
ている本来の改革（市場の監督と規制、個人投資家・消費者保護、情報開示と透明性など）を抱え
た日本においては、時代の課題であり、社会的ニーズである。というのも、現代日本の経済社会は、
年間自殺者が 3万人に達し、そのほぼ 3割は明白に経済的理由であり、安全な市民生活や暮らしが
脅かされ、所得の不公正な配分が行われ、個人投資家や消費者 1人 1人に、最終的なリスクが転嫁
される社会となっているからである。経
・
済
・
学
・
は、本来、「経
・
世済
・
民の学
・
問」（「世の中を治め、人民の
苦しみを救うこと」『広辞苑第 5版』）である。
本稿では、そのような課題意識から金融経済教育の現状と課題にアプローチしている。ただ、本
稿で資料として提供した金融経済教育のテキストは、一部高校生向けの内容も含まれているが、そ
の主な対象は中等教育を終えた大学生や社会人相手となっている。この点では、中等教育における
金融経済教育のテキストの開発は、今後の解題として残されている。
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